
カネツ商事株式会社

（平成 27 年 3月期）
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１．会社の概況

① 商号、許可年月日等

商号又は名称  カネツ商事株式会社

代 表 者 名    代表取締役社長 齊藤 美知男

所 在 地    東京都中央区日本橋久松町 12 番 8 号

電 話 番 号    03-3662-0111（大代表）

許可 年月日  平成 22 年 12 月 13 日

加入 協会名  日本商品先物取引協会、日本商品委託者保護基金

会社の沿革

年  月 概           要

昭和28年 7月 商品先物取引の受託業務を目的にとして、カネツ米穀株式会社を東京都中央区日本
橋蛎殻町 1 丁目 1 番地に設立。資本金 3,000 千円。

9月 東京穀物商品取引所商品仲買人の登録。
昭和30年10月 東京ゴム取引所商品仲買人の登録。
昭和32年 3月 商号を「カネツ商事株式会社」に変更。

4月 東京繊維商品取引所商品仲買人の登録。
昭和33年 7月 名古屋支店を設置。

昭和34年 4月 福岡支店を設置。

9月 大阪支店（現関西支店）を設置。

昭和37年 9月 本店を東京都中央区日本橋蛎殻町 1 丁目 17 番地に移転。

昭和51年 1月 本店住居表示東京都中央区日本橋蛎殻町 1 丁目 11 番 5 号に変更。

昭和53年 8月 第 1 回、商品取引員の許可更新を行う。

昭和57年 2月 東京金取引所金市場の商品取引員の許可を受ける。
昭和58年 8月 第 2 回、商品取引員の許可更新を行う。

昭和59年 1月 東京金取引所貴金属市場の商品取引員の許可を受ける。

11月 通産系 3 取引所合併により、東京工業品取引所商品取引員の許可を受ける。
昭和62年 8月 第 3 回、商品取引員の許可更新を行う。

平成 2年 4月 カネツ貿易株式会社、西部カネツ物産株式会社と合併。資本金 725,500 千円
平成 3年 8月 第 4 回、商品取引員の許可更新を行う。
平成 4年 3月 増資。資本金 1,000,000 千円。

10月 商品投資販売業の許可を受ける。
平成 6年12月 株式 2 株を 1 株に併合。

平成 7年 2月 カネツ不動産株式会社を合併。資本金 1,080,000 千円。

8月 第 5 回、商品取引員の許可更新を行う。
10月 商品投資販売業の第 1 回更新許可を受ける。

平成 8年 3月 株式 1 株を 5 株に分割、額面を 50 円額面に変更。
平成11年 6月 石油市場（東京工業品取引所石油市場）の商品取引員の許可を受ける。
平成13年 8月 第 6 回、商品取引員の許可更新を行う。

10月 第 2 回、商品投資販売業の更新許可を行う。

平成17年 4月 第 7 回、商品取引員の許可更新を行う。

11月 金融商品取引業者の本登録。
平成20年11月 社団法人金融先物取引業協会加入。

12月 取引所為替証拠金取引「くりっく 365」の媒介業務を開始。
平成21年 1月 カネツビジネスサービス株式会社を新設分割。

4月 増資。資本金 1,250,000 千円
11月 本店移転。

平成22年 3月 取次取引員へ移行。（東工取、東穀取は市場取引参加者）
平成23年 1月 商品先物取引法の施行に伴い、商品取引員から商品先物取引業者へ。

12月 金融商品仲介業者の登録。
平成24年 1月 取引所株価指数証拠金取引「くりっく株 365」の仲介業務を開始。
平成25年 3月 「くりっく 365」の取扱いを金融商品仲介業に変更。金融商品取引業（二種）廃止。
平成25年 7月 資本金の額の減少。資本金 400,000 千円（資本準備金の額の増加）
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② 事業の内容

（1） 経営組織

   

当社の経営組織図は、次のとおりです。

（平成 27 年 7 月 1 日現在）

代表取締役会長

代表取締役社長

監 査 役

監 査 役 会

取 締 役 会

株 主 総 会

管 理 本 部

営 業 本 部

本 社

名 古 屋 支 店

関 西 支 店

福 岡 支 店

第 一 営 業 部

第 二 営 業 部

第 三 営 業 部

営 業 部

第 一 営 業 部

第 二 営 業 部

営 業 部

管 理 部

総 務 部

経 理 部

総合サービス部

管 理 課

審 査 課

顧客サービス課

ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ 課

個人情報管理課

営 業 業 務 課

総 務 課

人 事 課

法 務 課

システム業務課

営 業 企 画 部
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（2）業務の内容

(a) 商品先物取引業

イ．国内商品市場取引に係る業務

当社は、商品先物取引法第 190 条第 1 項に基づき、商品先物取引業を営むことのできる

商品先物取引業者として、農林水産大臣及び経済産業大臣より許可を受け、現在は楽天証券

株式会社を取次先とした委託の取次ぎを行っております。

なお、当社で取引できる商品は以下のとおりです。

取引所名 当社における取扱商品

㈱東 京 商 品 取 引 所

金、銀、白金、パラジウム、金ミニ、白金ミニ、天然ゴム、

ガソリン、灯油、原油、軽油、中京ガソリン、中京灯油、一

般大豆、小豆、とうもろこし

ロ．国内商品市場における取引を行う業務

自己の計算において国内商品市場における取引を行う業務であります。自己売買業務は、

上記イに掲げた商品市場において行っております。

    

(b) 兼業業務

イ．金融商品仲介業務

金融商品仲介業者として株式会社東京金融取引所の為替証拠金取引（くりっく 365）お

よび株価指数証拠金取引（くりっく株 365）の仲介業務を行っております。

     登録番号：関東財務局長（金仲）第 579 号

ロ．貴金属の預託等業務

ゴールド・セービング、スーパーゴールド・セービング等の商品を扱っております。

③ 営業所、事務所の状況

                                                      （平成 27 年 3 月 31 日現在）

名   称 所 在 地 電話番号

本 店 東京都中央区日本橋久松町 12 番 8 号 03-3662-0111
関 西 支 店 大阪府大阪市中央区北浜東 1 番 7 号 06-6942-8686
名古屋支 店 愛知県名古屋市中区栄 1 丁目 23 番 2 号 052-204-8686
福 岡 支 店 福岡県福岡市博多区中洲 5 丁目 4 番 18 号 092-733-8686

④ 財務の概要（平成 27 年 3 月決算期）

（a）資本金 400,000 千円

（b）営業収益 1,469,655 千円

（c）受取手数料 1,496,034 千円
（d）トレーディング損益 △ 40,026 千円

（e）経常損益 53,699 千円

（ f）当期純損益 △ 5,709 千円

（g）純資産額規制比率 381.87％



4

⑤ 発行済株式総数

発行済株式総数  6,800,000 株（平成 27 年 3 月 31 日現在）

（注）当社の株式は非上場です。

⑥ 上位 10 名までの株主の氏名等

（平成 27 年 3 月 31 日現在）

氏 名 又 は 名 称 所有株式数 割合

カネツホールディングス㈱ 6,800,000 株 100.0％
合計   1 名 6,800,000 株 100.0％

（注）当社は、カネツホールディングス株式会社の 100％完全子会社です。

⑦ 役員の状況

                                                    （平成 27 年 3 月 31 日現在）

役 職 名 氏     名 代表権の有無
常勤・非常勤

の別

取 締 役 会 長 清 水   清 有 常

取 締 役 社 長 齊 藤 美知男 有 常

取 締 役 工 藤 昭 二 無 常

取 締 役 長谷川   武 無 常

取 締 役 若 林 正 俊 無 常

取 締 役 中塩屋 龍 也 無 常

取 締 役 水 野 愼次郎 無 常

取 締 役 梶 浦 憲 一 無 非

常 勤 監 査 役 塩 飽   誠 無 常

監 査 役 堤   克 弘 無 非

監 査 役 矢 野 雄 紀 無 非

監 査 役 小 倉 昭 夫 無 非

計 12 名

（注）監査役矢野雄紀氏、同小倉昭夫氏は、会社法第 2 条第 16 号に定める社外監査役であり
ます。

⑧ 役員及び使用人の数

（平成 27 年 3 月 31 日現在）

役員 使用人 合計
うち非常勤

総 数 12 名 4 名 117 名 129 名

（うち外務員数） （4 名） （1 名） （88 名） （92 名）
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２．営業の状況

① 営業の経過及び成果

商品市場をめぐる環境を見ますと、上半期は商品や為替相場がボックス圏から抜け出せず、総じ

て出来高が低迷しました。しかし、10 月以降は、各国通貨に対するドル高の進行や FRB の利

上げ観測などを背景として「金」価格が大きく変動したほか、原油市場においては世界的な供給

過剰感や OPEC（石油輸出国機構）の減産見送り決定から急落するなど、商品によっては相場

変動の振幅が大きく、やや回復の兆しが見られました。

商品先物取引業におきましては、国内商品市場における出来高が、上半期の低迷の影響で前

年度比 4.9％減の 23,013,860 枚となりましたが、下半期からの出来高回復が今後に期待され

るところであります。

金融商品仲介業におきましては、東京金融取引所における為替証拠金取引「くりっく 365」が、

対米ドルで 120 円台へと動意付きはしたものの、日々の価格変動率が低下した影響で売買が控

えられ、全体としては前年度比 23.7％減の 34,015,116 枚となりました。また、株価指数証拠

金取引「くりっく株 365」は、日経平均が 19,000 円台を回復し 20,000 円に迫るなど総じて堅

調な相場展開となったことを受け、前年度比 20.0%増の 6,324,175 枚となりました。

（1）受取手数料部門

（a）国内商品市場取引

6 億  771 万円（売買高 225,494 枚）

（b）外国商品市場取引

   該当事項はありません。

（c）店頭商品デリバティブ取引

該当事項はありません。

（2）トレーディング部門
（a）国内商品市場取引

5,140 万円（売買高 18,911 枚）

（b）外国商品市場取引

   該当事項はありません。

（c）店頭商品デリバティブ取引

該当事項はありません。

（3）金融商品部門

（a）取引所為替証拠金取引仲介手数料

1 億 1,500 万円（仲介枚数 237,097 枚）

（b）取引所株価指数証拠金取引仲介手数料

7 億 5,698 万円（仲介枚数 701,921 枚）
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② 取引開始基準

◇商品先物取引業務規則（対面取引）

第 1 条（目  的）

この規則は、国内商品市場における取引（以下「商品先物取引」という。）に係る受託業務

の適正な運営およびその管理について必要な事項を定める。

   なお、電子取引等の「商品先物取引業務規程」に関しては別に定める。

第 2 条（管理担当組織）

当社は、受託業務に係る管理体制を明確にするため、本店管理部を主体として、本店およ

び支店ごとに管理担当者を配置する。

2.受託業務に係る総括管理および次条に定める管理担当者の職務の総括調整を行うため、本店

に総括責任者および統轄責任者を置く。

3.本店および支店に顧客管理責任者を置く。

4.総括責任者、統轄責任者および顧客管理責任者は、次の者がその任にあたる。

（1）総括責任者は、管理部の取締役とする。

   なお、総括責任者が不在の場合は、統轄責任者がその任にあたる。

（2）統轄責任者は部長職以上の者とする。

（3）顧客管理責任者は、管理職以上の者とする。

   なお、当該責任者が不在の場合は、次席の者がその任にあたる。

5.顧客管理の充実を図るため、本店および支店に顧客サービス課を配置する。

6.顧客管理に係る審査を行うため、本店管理部内に審査課を置く。

第 3 条（管理担当者の職務）

当社は、受託業務に係る運営についての責任体制を明確にするため、次のとおり管理担当

者の職務を定める。

（1）総括責任者

①総括責任者は、関係必要書類の精査および本規則の遵守状況を確認し、必要に応じ、統

轄責任者ならびに顧客管理責任者に対して指示、指導を行う。

②総括責任者は、本規則に定める管理措置の遂行状況および遵守状況を定期的に取締役会

に報告し、改善を要すると認められる事項がある場合は、取締役会に諮り、具体的改善

措置を講ずる。

（2）統轄責任者は、総括責任者の補佐を行う。

（3）顧客管理責任者は、本規則に定める管理措置について、職務遂行の任に当たる。

（4）顧客サービス課は、顧客の面談等を主な職務とする。

（5）審査課は、顧客の適合性の審査等を主な職務とする。

第 4 条（商品先物取引不適格者参入防止）

当社は、次の各号の一に該当する者に対しては、商品先物取引の委託の勧誘および受託を

行わない。

（1）未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者および認知障害

と認められる者

（2）生活保護法による保護を受けている世帯に属する者

（3）長期入院患者等随時連絡がとれない者

（4）商品先物取引を行うにあたり支障をきたすと思われる疾病がある者

（5）商品先物取引をするための借入れをしようとする者

（6）破産者で復権を得ない者



7

（7）損失が生ずるおそれのある取引を望まない者

（8）取引証拠金等の額を上回る損失が生ずるおそれのある取引について、取引証拠金等の額を

上回る損失が生ずるおそれがある取引を望まない者

第 5 条（不適当と認められるおそれのある勧誘）

当社は、原則として次の各号の一に該当する、適合性の原則に照らして不適当と認められ

るおそれのある勧誘は行わない。ただし、本条第 2 項に定める例外の要件を満たす場合はこ

の限りではない。

（1）年金、恩給、退職金、保険金等により主として生計を維持する者（収入全体の過半を占め

る者）に対する勧誘

（2）一定以上の収入を有しない者（年収 500 万円未満）に対する勧誘

（3）75 歳以上の者に対する勧誘（当社と取引中の顧客は除く）

（4）デリバティブ取引の経験がない者に対する勧誘

（5）投資可能資金額を超える損失を発生させる可能性の高い取引に対する勧誘。

2.前項に掲げる勧誘について不適当と認められないための例外の要件は、顧客本人が「適合性

の原則に照らして不適当と認められるおそれのある勧誘の対象者であること」を理解してい

るとともに、以下に掲げる不適当と認められないための例外の要件を満たすことを要する。

（1）前項第 1号ないし第 3 号に該当する者にあっては、顧客が商品先物取引で損失を被っても

生活に支障のない程度の資産を有していること

（2）前項第 3 号に該当する者にあっては、家族の同意を得られること

（3）前項第 4 号に該当する者にあっては、顧客がデリバティブ取引の経験はないものの、商品

先物取引の仕組み、リスク等を十分理解していると確認できること

（4）前項第 5号の場合にあっては、顧客が新たに申告した投資可能資金額が損失となっても生

活に支障のない範囲で設定されていることおよび新たな投資可能資金額の裏付けとなる資

産を有していること

3.勧誘の過程において、顧客が本条項に照らして不適格者と判明した場合には、直ちに勧誘を

中止する。

第 6 条（適合性および勧誘・受託の審査）

当社は、商品先物取引不適格者の参入を防止するため、参入する者の適合性を的確に判断

することとし、次の各号に定める要領により、勧誘および受託の審査を行う。ただし、顧客

が前条第 1 項第 1 号ないし第 4 号に該当することが判明した場合には、同条第 2 項第 1 号な

いし第 3 号の条件を満たしていることを書面により確認し、総括責任者が勧誘および受託の

審査を行う。

（1）取引参入に係わる勧誘の適否の判断のため、顧客に関する見込客調査表を作成、顧客管理

責任者が属性を精査し、管理部審査課へ審査依頼をする。

（2）管理部審査課は、審査依頼をされた見込客調査表を基に勧誘の適否の判断を行い、その判

断根拠等を具体的に記載した書面を作成する。

（3）勧誘は前号の審査により適と判断された顧客に対して行うこととし、口座設定申込書等必

要書類を入書した後に、管理部顧客サービス課が顧客と面談等を行い、面談内容について

顧客管理責任者および統轄責任者に報告する。

（4）顧客から取引の申し出があった場合には、顧客管理責任者の精査を経た後、統轄責任者が

受託の適否について審査を行う。

（5）受託の適否についての審査前に約諾書の差入れ、証拠金の受け入れおよび取引の受注は行

わない。

（6）総括責任者および統轄責任者は審査における判断根拠等を具体的に記載した書面を作成す
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る。

第 7 条（勧誘等における禁止事項および勧誘を受ける意思の確認）

当社は、以下の各項目について留意し、勧誘を行う。

（1）断定的判断の提供の禁止

当社は、顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、または確実であると

誤認させるおそれのあることを告げてその委託を勧誘しない。

（2）再勧誘の禁止

当社は、委託を行わない旨または勧誘を受けることを希望しない旨の意思表示をした個

人顧客について、当該顧客の各種名簿からの削除および「電話発信規制装置」に登録し、

再勧誘を防止する。ただし、当社にて他の取扱商品の契約等を締結している顧客は除く。

（3）迷惑勧誘の禁止

当社は、顧客に対し、迷惑を覚えさせるような仕方で以下に掲げる勧誘を行わない。た

だし、時間・場所・方法についての顧客による事前の具体的な指示または承諾に基づく場

合は除く。

①午後 9 時から午前 8 時までの時間帯、および勤務時間中等の迷惑な時間帯の勧誘

②顧客の意思に反した長時間に亘る勧誘

③顧客に対し大声を上げる等威迫し、困惑させまたは不安の念を生じさせる勧誘

④顧客が迷惑であると表明した時間・場所・方法による勧誘

（4）勧誘を受ける意思の確認

当社は、勧誘を行うのに先立ち、当社の商号、勧誘を行う者の氏名および商品取引契約

の締結についての勧誘である旨を告知し、顧客がその内容を理解した上で勧誘を受ける明

確な意思表示がなければ勧誘を開始しない。

（5）不招請勧誘の禁止

当社は、商品市場における相場等に係る変動により損失の額が取引証拠金等の額を上回

るおそれのある商品取引契約に基づく取引（以下「通常取引」という。）について、個人顧

客から当該契約の締結に係る勧誘の招請がなければ勧誘を開始しない。

ただし、商品先物取引法施行規則第 102 条の 2 第 1 号に定めるものに該当する場合はこ

の限りではない。

第 8 条（口座設定申込書および顧客カードの整備）

当社は、顧客の属性を把握し受託の適否を審査するため、顧客に対し、以下に掲げる事項

を記載した口座設定申込書の提出を求める。

（1）氏名、住所、連絡先および勤務先

（2）職業、生年月日、性別および家族構成

（3）資産および年収の状況

（4）投資可能資金額等

（5）商品デリバティブ取引、証券取引および為替証拠金取引の経験の有無と程度

（6）お取引の意思

（7）お取引の目的

（8）その他必要と認める事項

2.当社は、適切な顧客管理を行うため、前項の口座設定申込書の記載内容に基づき、顧客カー

ドを作成する。

3.顧客管理責任者は、顧客カードの内容を精査するとともに、第 2 条第 2 項に定める総括責任

者のもとに備え付ける。

4.顧客カードの記載事項については、顧客からの属性変更の申し出がある都度更新する。
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第 9 条（勧誘の際の説明義務）

当社は、通常取引契約の委託の勧誘にあたっては、「契約締結前交付書面商品先物取引（通

常取引契約）（含む別冊）」および「入門のしおり－通常取引の手引き－」、損失限定取引契約

の委託の勧誘にあたっては、「契約締結前交付書面商品先物取引（損失限定取引契約）（含む

別冊）」および「損失限定取引のしおり」を事前に交付するとともに、これらを用いて以下に

掲げる事項をわかりやすく説明するものとする。

（1）商品先物取引は、現物の取引とは異なり、商品先物取引の担保として預託しなければなら

ない取引証拠金等の 10～40 倍程度の額の取引を行うものであり、相場の変動幅が小さくと

も取引額全体では大きな額の変動が生ずるハイリスク・ハイリターンの取引であること

（2）商品先物取引は、預託した取引証拠金等が相場の変動によって短期間に減損するおそれが

あり、通常取引契約においては預託した取引証拠金等の全額を上回る損失が発生するおそ

れがあること

（3）損失限定取引契約においては、相場の変動による損失が一定の額を超えた場合には、顧客

の決済注文を待たずに取引の決済を行うので、損失の額が取引証拠金の額を上回ることが

ないこと

（4）取引証拠金等に関する事項（通常取引契約においては、相場の変動によって追加的に預託

する維持証拠金不足額等その発生する仕組みについても説明する。）

（5）委託手数料に関する事項（取引の損益に加えて委託手数料が必要であることを説明すると

ともに、委託手数料は売り、買い双方の取引に必要か否か等についても説明する。）

（6）禁止行為の概要および当該行為が禁止されている趣旨等

（7）その他商品先物取引法施行規則第 104 条に定める事項

2.顧客に口座設定申込書の提出を求める前に、投資可能資金額とは取引の結果（委託手数料含

む）が「損失となっても生活に支障のない範囲で定める資金額」であることを分かりやすく

説明し、理解させる。

第 10 条（商品先物取引未経験者等に係る保護措置）

当社は、直近 3 年間で 3 ヶ月以上の「通常取引契約」の経験を有しない者を未経験者とし、

取引開始から 3 ヶ月を経過するまでの間、以下に掲げる措置を講ずる。

（1）委託者当初証拠金必要額の目安は、顧客の申告した投資可能資金額の 3 分の 1 までに制限

する。

（2）当該顧客が前号の取引量を超える取引を希望する場合にあっては、当該顧客が商品先物取

引に習熟していることを客観的に確認できることに加え、商品先物取引の経験がない者を

保護するために取引量を制限する措置が設けられていることのほか、自らが当該取引を希

望すること及び商品先物取引に習熟していることが例外要件であると理解しているととも

に、当該要件を自らが満たすことについて確認する旨の自書による書面での申告があり、

総括責任者が許可した場合に限り、これを認める。

（3）損失限定取引契約については、未経験等に係る保護措置を講じない。また、3 ヶ月以上の

経験を有していても、保護措置解除の条件となる経験を有する者とはみなさない。

第 11 条（日常業務における顧客管理）

当社は、本店管理部を中心として顧客の取引状況、投資可能資金額および取引内容等につ

いて、常時精査を行う。

2.本店管理部の指示により、管理部顧客サービス課員は顧客と面談等を行い取引内容の確認を

行うなど顧客との意思の疎通を図る。

3.営業部門に対し指導が必要と認められた場合は、総括責任者の指示により統轄責任者を通じ、

顧客管理責任者および担当の営業社員の指導を行う。
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第 12 条（習熟期間終了による取引制限解除）

当社は、第 10条に定める未経験者に係る管理措置について、通常取引を開始から 3ヶ月間

を経過した顧客からの申し出があった場合、顧客管理責任者が当該申し出を総括責任者に申

告し、総括責任者が認めた顧客については取引量の制限を解除することができる。

第 13 条（取引証拠金の額）

当社は、委託者証拠金等として、委託者当初証拠金および維持証拠金を定める。委託者当

初証拠金は、取引を開始するのに必要な額であり、維持証拠金は、取引を継続するために必

要な額である。

2.維持証拠金および委託者当初証拠金（損失限定取引の委託者当初証拠金を含む）は、取締役

会にて定められたルールをもとに計算された額とする。

3.取引証拠金の額等に係る社内責任者として総括責任者がその任に当たり、その内容について

社内に周知徹底するとともに、顧客に周知する。

第 14 条（委託手数料の額）

当社の委託手数料の額を変更する場合は、取締役会の決議により行う。

第 15 条（不正資金の流入防止）

当社は、商品先物取引の受託業務にあたり、不正な取引および不正な資金の流入を未然に

防止するために「犯罪による収益の移転防止に関する法律」及び当社規程「犯罪収益移転防

止法に関する規程」に基づいた本人確認を行うほか、必要に応じて本人確認のための追加的

措置を講じる。

2.公金取扱者については、次の各号に規定する者等からの受託は行わない。ただし、次項に定

める総括責任者の審査により受託を認めた場合はこの限りではない。

（1）銀行、農業・漁業の協同組合、信用組合、信用金庫等の金融機関の金銭、有価証券等の取

扱いに直接または間接に係わる者

（2）証券会社、保険会社、消費者金融、信販会社、クレジットカード会社、ファイナンス会社、

リース会社等のノンバンクの金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる者

（3）国、地方公共団体その他公益機関の金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる    

  者

（4）民間企業等における金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる者

3.商品取引契約の締結に際して口座設定申込書等により公金取扱者であることが判明した場合、

「公金取扱者アンケート」を徴収する。さらに管理部顧客サービス課が電話または面談等の

方法により確認を行った後、記録を作成する。総括責任者は当該記録等を精査のうえ受託の

適否に係る審査を行う。

4.管理担当者は、取引開始後も定期的に顧客に対して面談等を行い顧客の属性情報の的確な把

握に努める。

5.次の各号に掲げる事項に該当する場合には、管理を必要とする対象者として特定し、当該顧

客の資金について管理部が調査を開始し、営業部門はこれに協力しなければならない。当該

調査に関しては、記録を作成する。

（1）当該顧客の入金累計額が 1,000 万円を超えることとなった場合には、当該委託者の資産状

況等を第三者機関に調査を依頼する等、必要な措置を講ずる。

（2）当該顧客の入金累計額が申告した流動資産を超えることとなった場合には、資金の性格や

出所を把握するため、当該委託者しか知り得ない資金の具体的な根拠を確認する。

6.前項の調査の結果、証明書類等の提出に応じないなど不正資金の流入が疑われる場合、また

は不正資金による取引資金の預託があることが判明したときは、当該顧客に対し、速やかに

決済するよう要請するとともに、その後の入金および新規注文は受けない。
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7.前項の事項が発生した場合は、犯罪収益移転防止法に関する規程第 21条に従うものとする。

第 16 条（入出金に係る管理措置）

当社は、顧客との間の入金および出金は原則として金融機関での振込みにより行う。ただ

し、やむを得ず現金による受渡しを行う必要がある場合には、以下に掲げる事項により行う。

（1）外務員が取引証拠金等を顧客より現金で受領する場合には、あらかじめ金額を記載した当

社発行の（取引証拠金）預り証または証の交付と同時に行う。

（2）取引証拠金等を現金で支払いする場合には、あらかじめ金額を記載した受領書の受領と同

時に行う。

（3）現金での受渡しにあたっては、原則として複数の役職員で対応するものとし、やむを得ず

一人の外務員で対応する場合には、顧客管理責任者の承認を得ること。

第 17 条（顧客からの疑義および相談等の対応）

顧客からの疑義および相談等の対応は、本店管理部が行うものとする。ただし、顧客によ

っては支店の管理部および顧客サービス課に指示し、対応させるものとする。

第 18 条（勧誘方針）

当社は、適正な勧誘を確保するため勧誘方針を定め、店内掲示やホームページに掲載し、

周知徹底を行うものとする。

第 19 条（広告・宣伝に係る管理措置）

当社は、委託の勧誘手段として広告・宣伝を行うにあたり、法、受託契約準則、受託等業

務に関する規則等その他関係法令を遵守し、かつ社内規則「広告に関する規則」を定めて適

正に管理するものとする。

第 20 条（違反者に対する懲戒）

この規則の定めに違反する行為があったと認められたときは、関係者に対し、当社就業規

則および顧客管理に係る罰則規程の定めにより厳正な社内処分を行うものとする。

第 21 条（変更と届出）

本規則の変更および届出は以下の通りとする。

（1）本規則を変更する場合は、取締役会議に諮り承認を得るものとする。

（2）本規則は、主務大臣および日本商品先物取引協会へ届け出るものとする。これを変更した

ときも同様とする。

（付  則）

本規則は、平成 11 年 6 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 12 年 1 月 4日より改定実施する。

本規則は、平成 12 年 4 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 13 年 7 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 14 年 4 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 15 年 4 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 15 年 6 月 6日より改定実施する。

本規則は、平成 15 年 7 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 16 年 7 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 17 年 8 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 18 年 7 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 19年 10 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 20 年 2 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 20年 12 月 1日より改定実施する。
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本規則は、平成 21年 10 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 21年 12 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 23 年 3 月 1日より改定実施する。

本規則は、平成 25 年 4 月 1日より改定実施する。

  本規則は、平成 26 年 3月 1 日より改定実施する。

  本規則は、平成 27 年 6月 22 日より改定実施する。

◇商品先物取引業務規則（電子取引）

第 1 条（目的）

この規則は、国内商品市場における取引（以下「商品先物取引」という。）において、当社

が運用する電子取引等に係る受託業務（以下「電子取引等の受託業務」という。）の適正な運

営およびその管理に必要な事項を定める。

第 2 条（電子取引等の定義）

当社における「電子取引等」とは、本店総合サービス部（以下「総合サービス部」という。）

が取扱う電子取引等の取引に係る契約を締結して行われる商品先物取引をいう。

第 3 条（本規則の適用）

  本規則は、電子取引等の取引に係る契約を締結して行う個人および事業法人の取引口座に適

用する。ただし、取引所の取引参加者、会員等および当業者は除外する。

第 4 条（内部管理体制）

当社では、電子取引等の受託業務で求められる事項を適切に管理、監督する内部管理組織と

して、総合サービス部、本店管理部（以下「管理部」という。）、本店システム業務部（以下

「システム業務部」という。）を配置し、次の業務を担当させる。

（1）受託業務および顧客管理は総合サービス部が担当する。

（2）前項の総括管理は管理部が担当する。

（3）基幹システムおよびネットワークシステム等の構築、維持、保守および点検等はシステム

業務部が担当する。

第 5 条（管理担当者およびその職務）

当社では、電子取引等の受託業務に係る管理担当者として顧客管理責任者および総括責任者

を置く。

（1）顧客管理責任者は総合サービス部の責任者とする。ただし、責任者が不在の場合は同部署

の管理職が担当し、管理職が不在の場合には責任者があらかじめ選定する者が担当する。

（2）総括責任者は、管理部の総括責任者とする。

2．顧客管理責任者および総括責任者の職務は次の通りとする。

（1）顧客管理責任者は、電子取引等を希望する新規参入者について受託契約を締結する目的に

照らした適合性の審査を行うほか、取引の開始後の委託者に対して本規則に定める管理措

置について職務を遂行する。

（2）総括責任者は、顧客管理責任者から報告を受けた新規参入者の適合性の審査または取引継

続希望者の審査を行い、その最終判断をする。また、本規則に定める管理措置について必

要に応じて顧客管理責任者より報告を求め、必要な場合は改善させるための指示、指導を

行う。

第 6 条（不適格者の参入防止策）

当社では、電子取引等の受託業務にあたり、次に掲げる者を「不適格者」として位置づけ、

適合性の審査および取引の受託は行わない。
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（1）未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知的障害者および認知障害

と認められる者。

（2）生活保護法による保護を受けている世帯に属する者。

（3）長期入院患者等随時連絡がとれない者。

（4）商品先物取引を行うに当たり支障をきたすと思われる疾病がある者。

（5）商品先物取引をするための借り入れをしようとする者。

（6）破産者で復権を得ない者。

（7）取引証拠金等の額を上回る損失が生ずる恐れがある取引について、取引証拠金等の額を上

回る損失が生ずる恐れがある取引を望まない者。

（8）口座開設時に 75 歳以上の者。

（9）商品先物取引を行う適格性に疑問があると当社が判断した者。

2．当社では、電子取引等の受託業務にあたり、次の各号の一に該当する者を「不適格者に準じ

る者」として位置づけ、原則として適合性の審査および取引の受託は行わない。ただし、

次項に該当する場合はこの限りではない。

（1）年金、恩給、退職金、保険金等による生計が収入全体の過半を占める者。

（2）口座開設時に 25 歳未満の成年または 65 歳以上 75 歳未満の高齢者。

（3）取引期間中または取引を再開する際に満 75 歳を迎えた高齢者。

（4）一定の収入（目安として年間収入 500 万円以上）を得ていない者。

（5）本規則第 9 条第 3 項の各号に規定する公金取扱者。

3．前項各号の一に該当する者でも、次の各号に定める要件を満たし、本人自らが「不適格者に

準じる者」に該当することを理解した上で、本人自書による資産の裏付けの記載された「申

出書」が提出された場合は、顧客管理責任者よる適合性の審査を経た後、総括責任者が承認

した場合に限り、口座開設および取引の受託を行う。

（1）前項第 1 号または第 4 号に該当する者は、一定の金融資産（目安として 500 万円以上）

を有していること。

（2）前項第 2 号に該当する者は、一定の収入（目安として年間収入 500 万円以上）を得てい

ることまたは一定の金融資産（目安として 500 万円以上）を有していること。

（3）前項第 3 号に該当する者は、本人に取引継続の希望があり、本人自書による「申出書」が

提出されること。

（4）口座開設時に前項第 5 号に該当する者は、所定の必要書類に加えて本人自書による「申出

書」が提出されること。

（5）取引継続中に前項第 5 号に該当する者は、本人に取引継続の希望があり、本人自書による

「申出書」が提出されること。

第 7 条（商品先物取引の理解についての再確認）

当社では、本規則第 6 条第 2 項第 3 号に該当することとなった委託者が継続して電子取引等

の取引を希望する場合は、あらためて「不適格者に準じる者」に該当することを通知するとと

もに、委託者に電話等で商品先物取引のしくみ、ルール、リスク、電子取引等の特性等につい

ての理解の再確認を行い、その理解の証として本人自書による「申出書」の提出を求める。

第 8 条（反社会勢力による被害の防止策）

  当社は、反社会勢力を排除するため、別途定める「反社会勢力対応規程」に基づいて受託業

務を行う。

第 9 条（不正資金の流入防止措置）

当社では、電子取引等の受託業務にあたり、仮名、借名等による不正な取引および不正な資

金の流入を未然に防止するために次項以下の必要な措置を講じる。
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2．当社では、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づいた本人確認事務を行う。

また、必要に応じて本人確認のための追加的措置を講じることもある。

3．当社では、次の各号の一に該当する者を「公金取扱者」として規定し管理する。

（1）銀行、農業・漁業の協同組合、信用組合、信用金庫、郵便局等の金融機関の金銭、有価証

券等の取扱いに直接または間接に係わる者。

（2）証券会社、保険会社、消費者金融、信販会社、クレジットカード会社、ファイナンス会社、

リース会社等のノンバンクの金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる者。

（3）国、地方公共団体その他公益機関の金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる

者。

（4）民間企業等において金銭、有価証券等の取扱いに直接または間接に係わる者。

4．当社では「公金取扱者」を規定した書面を顧客に交付し留意事項の周知を図る。その上で、

該当者には所定の必要書類に加えて「申出書」による申告を要請し属性情報の把握に努める。

5．当社では、定期的に委託者の属性情報の的確な把握に努めるものとし、属性情報に変更が生

じた場合には総合サービス部または管理部へ申し出るよう要請し、変更の申し出があった場

合にはその情報を更新する。

6．次の各号に該当する場合は、管理を必要とする対象者として以下の調査を開始し、その記録

を 10 年間保存する。

（1）「公金取扱者」の入金累計額が 5000 万円を超えることとなった場合には、電話等により

資産状況等の調査を行い、その後の監視を強化する。

（2）「公金取扱者」の入金累計額が 1 億円を超えることとなった場合には、当該委託者の資金

であることの立証を求めるために証明書類（預金通帳等のコピー等）の提出を要請する。

第 10 条（受託および資金受付の停止）

当社では、電子取引等の受託業務にあたり、委託者が取引の開始後に次の各号の一に該当す

ることとなった場合または当社が受託の継続を困難と判断した場合には、あらかじめその理由

を当該委託者に通知した上で、その後の取引の受託を一時的にまたは完全に停止し新規の資金

の受け入れを停止する。

（1）委託者がその属性等について虚偽の申請を行っていることが判明し、本規則第 6 条第 1
項各号の一に該当した場合。

（2）委託者の属性情報に変更の必要性が生じているにもかかわらず、当社の要請に基づく所定

の変更手続き等に応じない場合。

（3）委託者が本規則第 6 条第 2 項各号の一に該当することが判明したにもかかわらず、本人自

書による「申出書」の提出がない場合。または、「申出書」の提出があった場合でも顧客

管理責任者または総括責任者より取引の継続を承認されない場合。

（4）委託者が本規則第 9 条第 3 項各号の一に該当することが判明したにもかかわらず、本人自

書による「申出書」の提出がない場合。または、「申出書」の提出があった場合でも顧客

管理責任者または総括責任者より取引の継続を承認されない場合。

（5）本規則第 9 条第 3 項各号に該当する委託者が、同条第 6 項第 1 号の調査に応じない場合

または同条第 6 項第 2 号の証明書類等の提出の要請に応じない場合。

（6）委託者の取引口座内で不正な取引または不正な資金の預託が判明した場合には、当該委託

者に対して速やかなる建玉の決済を要請するとともに、その後の取引の受託および新規の

資金の受け入れを停止する。

（7）委託者の取引適格性に疑問が生じ、当社が不適格者として判断した場合。

第 11 条（受託契約締結前の書面等の交付）
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当社では、電子取引等を希望する新規参入者に対して、商品先物取引の知識、しくみ、ルー

ル、投機性および当社独自のルール、電子取引等のしくみの理解を得るために、受託契約の締

結前に次の書面等を交付する。

（1）「契約締結前交付書面（通常取引契約）および別冊」

（2）「受託契約準則」

（3）「取引証拠金一覧」

（4）「委託手数料一覧」

（5）「電子取引の契約に関する取り決め」

（6）「電子取引等の受託契約に係る特約」

（7）「カネツのロスカット口座および電子取引等におけるロスカット取引約款」

（8）「取引所システムについて」

（9）「カネツの口座管理ルール」

（10）「インターネット先物取引システム取次太郎・NEO 重要事項」

第 12 条（適合性等の審査および手続き）

当社では、電子取引等を希望する新規参入者の適合性の審査を行う際、委託者の属性情報を  
把握するために次の各号の基本情報の記載された「口座設定申込書」の提出を求め、これを基

に適合性の審査を行う。

（1）氏名、住所、性別、生年月日、家族構成、住居情報および届出印

（2）勤務先、勤務先住所、役職、職種、職業、連絡先および勤続年数

（3）年収、流動資産額、投資可能資金額および収入形態

（4）届出金融機関情報等

（5）投資経験、取引動機および受託契約を締結する目的（取引の目的）

（6）パスワードの指定

（7）メールアドレスの届出

（8）その他当社が必要とする情報

2．顧客管理責任者は、前項の書面での適合性の審査を行うほか、電話にて商品先物取引の知識、

しくみ、ルール、投機性の理解度、経験、財産状況の精査および当社独自のルール等の理解

度等を通して当社の電子取引等を行う上での適合性の審査を行い、その適合性等に問題がな

い場合は総括責任者の審査を仰ぐ。

3．総括責任者は、顧客管理責任者の報告を基に受託の適否についての最終判断をし、適合した

者に限り口座開設および取引の受託を許可する。

4．当社は、総括責任者による最終的な適合性等の審査が終了するまでは、取引証拠金等の受け

入れまたは取引の受託は行わない。

第 13 条（口座開設書類および保管、管理）

当社では、次の書類を電子取引等に係る口座開設の必要書類とする。

（1）「口座設定申込書」

（2）「約諾書および通知書」

（3）「カネツ商事の商品先物取引についての理解の確認書」

（4）「証拠金預り証の発行を省略することについての同意書」

（5）「差換預託に関する同意書」

（6）本規則で規定する委託者の各種「申出書」

（7）本規則第 9 条第 2 項に基づき提出を受ける本人確認書類

（8）その他当社が定める書類等
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2．前項の書類のうち「口座設定申込書」は、顧客カードとして総合サービス部および管理部で

保管、管理する。

第 14 条（投機性等の開示）

当社では、電子取引等を希望する新規参入者に「契約締結前交付書面（通常取引契約）およ

び別冊」を事前に交付することで、商品先物取引の投機性等の基礎知識について充分な理解を

求めるとともに、商品先物取引は投資者自身の判断と責任において行う自己責任原則の取引で

あることについて理解と認識を得る。

第 15 条（投資可能資金額および管理）

当社では、電子取引等の新規参入希望者に「投資可能資金額」の意味することを事前に告知

し、過度な取引とならないよう注意を喚起する。

2．当社では、電子取引等を利用する委託者の投資可能資金額を定期的にチェックし、結果的に

再申告の必要性が生じた場合には、顧客に対しその旨を連絡し、顧客が再申告をする意思が

ある場合には、再申告を依頼する等の管理を行う。

第 16 条(取引証拠金の額および告知)
当社は、取引証拠金として、委託者当初証拠金および維持証拠金を定める。委託者当初証拠

金は、取引を開始するのに必要な証拠金であり、維持証拠金は、取引を継続するために必要な

額である。

（1）維持証拠金および委託者証拠金は、取締役会にて定められたルールをもとに計算された額

とする。

（2）委託者への告知は、郵送または当社のホームページ上で行う。

第 17 条(委託手数料の額および告知)
当社では、電子取引等の委託手数料の額の決定およびその変更は取締役会の決議を経て行い、

委託者への告知は郵送または当社のホームページ上で行う。

第 18 条（受託に係る制限等）

当社では、電子取引等を利用する委託者に対して商品取引所の市場管理措置による受託の制

限があることについて周知を図る。

2．委託者保護等を考慮し、商品取引所の市場管理措置とは別に、当社独自のルールを設けてい

ることについて周知を図る。

3．委託者保護等を考慮し、委託者からの取引の受託に各種の制限を設けることがある。ただし、

その場合は事前に委託者にその趣旨、内容を告知した上で実施する。

4．当社では、取引所の市場管理要綱に定める建玉制限等について定期的に郵送または当社のホ

ームページ上で告知する。

第 19 条（取引に係る記録および保管）

当社では、電子取引等で受付けた注文は電磁的に記録し、これを 10 年間保管する。

第 20 条（法令遵守および懲戒）

当社では、電子取引等の受託業務を担当する者は、商品取引所法その他の法令諸規則ならび

に本規則を遵守するとともに、これら法令に定める禁止行為をしてはならない。

2．前項に違反する行為が認められた場合は、別に定める「就業規則」に従い厳正な社内処分を

行う。

第 21 条（システム障害時の対応および報告）

当社では、電子取引の受託契約の締結に先立ち、システム障害時の対応および免責事項が規

定された「電子取引の契約に関する取り決め」を委託者に交付する。

2．システム障害等が発生した場合は、別に定める「社内マニュアル」に沿って速やかに処理す

るとともに管理部へ報告する。
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3．関連部署は、発生状況、その後の対応および処理について「システム障害報告書」を作成し

て記録を残すとともに管理部へ提出し、再発防止策を講じる。

4．管理部は、その内容が「商品先物取引の電子取引に係るガイドライン（日本商品先物取引協

会）」の規定に該当する場合は、日本商品先物取引協会に報告書を提出する等の対応を採る。

第 22 条（個人情報の取扱、保護措置および公表）

当社では、個人情報の保護を図るため、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第

57 号）および「個人情報保護ガイドライン」（日本商品先物取引協会）に基づき別に規定を定

め、入手した個人情報、ＩＤ、パスワード等の取扱いおよび保護に関して、その規定に従い必

要な措置を講じる。

2．当社では、委託者より取引履歴の開示請求があったときは、「商品先物取引業務に関する規

則第 14 条の取扱要領」の定めに沿って行う。

3．「個人情報保護方針」は書面および当社のホームページ上で公表する。

第 23 条（委託者相談窓口）

当社では、電子取引等に関する委託者からの問合せ、相談、苦情等に関する窓口は総合サー

ビス部が担当し、その内容により管理部およびその他の関連部署が対応する。

第 24 条（広告および宣伝に係る管理措置）

当社では、電子取引等に関する広告・宣伝の実施に当たり、別に定める「広告等に関する規

則」に従い適正に管理するものとする。

第 25 条（本規則の変更・届出および開示）

当社では、本規則の変更・届出および開示は以下の通りとする。

（1）本規則を変更する場合は、取締役会議に諮り承認を得る。

（2）本規則は、主務大臣および日本商品先物取引協会へ届け出るものとし、これを変更した場

合も同様とする。

（3）本規則は、当社のホームページ上で開示する。

（付  則）

本規則は、平成 19 年 02 月 01 日より実施する。

本規則は、平成 20 年 08 月 01 日より改定実施する。

本規則は、平成 20 年 12 月 01 日より改定実施する。

本規則は、平成 22 年 04 月 01 日より改定実施する。

本規則は、平成 23 年 04 月 05 日より改定実施する。

本規則は、平成 24 年 07 月 10 日より改定実施する。

本規則は、平成 25 年 02 月 12 日より改定実施する。

本規則は、平成 25 年 04 月 01 日より改定実施する。

本規則は、平成 26 年 03 月 01 日より改定実施する。

③ 顧客数  

顧客数 933 名  （平成 27 年 3 月 31 日現在）
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３．経理の状況

① 貸借対照表

貸 借 対 照 表

平成 27 年 3 月 31 日現在

                      （単位：千円）

科   目 金   額 科   目 金   額

＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞

流動資産 流動負債

現金及び預金 2,108,120 短期借入金 1,347,752
委託者未収金 10,175 未払法人税等 12,742
商品 2,539,451 預り証拠金

前払費用 14,959 （現金） 1,594,235
保管有価証券 248,924 （有価証券） 248,924
預託金 92,480 未払金 65,406
差入保証金 1,453,436 未払費用 3,723
委託者先物取引差金 474,136 前受収益 777
未収入金 111,359 賞与引当金 25,650
保険積立金 180,285 預り金 17,460
その他 75,728 預り商品勘定 2,977,027
貸倒引当金 △4,709 その他 284,482

流動資産合計 7,304,347 流動負債合計 6,578,181
固定資産 固定負債

有形固定資産 再評価に係る繰延税金負債 51,367
建物 175,314 繰延税金負債 2,968
構築物 0 退職給付引当金 254,416
車両 0 その他 100
器具及び備品 1,144 固定負債合計 308,852
土地 268,095 特別法上の準備金

計 444,554 商品取引責任準備金 185,000
無形固定資産 特別法上の準備金合計 185,000
電話加入権 2,714 負債合計 7,072,033

計 2,714 ＜純資産の部＞

投資その他の資産 株主資本

投資有価証券 134,679 資本金 400,000
関係会社株式 159,844 資本剰余金

出資金等 11,300 資本準備金 980,000
長期未収債権 126,256 利益剰余金

長期差入保証金 43,695 利益準備金 270,000
長期貸付金 75,050 その他利益準備金

長期前払費用 260 別途積立金 1,000,000
その他の投資 3,360 繰越利益剰余金 △1,656,200
貸倒引当金 △126,552 計 △386,200

計 427,894 株主資本合計 993,799
固定資産合計 875,164 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,210
土地再評価差額金 107,468

評価・換算差額等合計 113,678
純資産合計 1,107,477

資産合計 8,179,511 負債及び純資産合計 8,179,511
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② 損益計算書

損 益 計 算 書

自平成 2 6年 4月 1日
至平成 27年 3月 3 1日

（単位：千円）

科   目 金   額

営業収益

受取手数料 1,496,034
売買損益 △40,026
その他 13,646 1,469,655

営業費用

販売費及び一般管理費 1,423,713 1,423,713
営業利益 45,941

営業外収益

受取利息 3,030
受取配当金 2,790
受取賃貸料 17,290
その他 15,207 38,318

営業外費用

支払利息 25,271
その他 5,288 30,559

経常利益

1,559

53,699
特別損失

固定資産除却損

減損損失 17,591

商品取引責任準備金繰入 30,000 49,150
税引前当期純利益 4,549

10,267
          △8

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純損失 5,709
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③ 株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

自平成 2 6年 4月 1日
至平成 27年 3月 3 1日

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 400,000 980,000 270,000 1,000,000 △1,567,223 △297,223

会計方針の変更に

よる累積的影響額
－ － － － △29,973 △29,973

会計方針の変更を

反映した当期首残

高

400,000 980,000 270,000 1,000,000 △1,597,196 △327,196

当期変動額

当期純損失 － － － － △5,709 △5,709
再評価差額金
取崩額 － － － － △53,294 △53,294
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － － －

当期変動額合計 － － － － △59,004 △59,004

当期末残高 400,000 980,000 270,000 1,000,000 △1,656,200 △386,200

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
株 主 資 本 合 計

その他有価証

券評価差額金

土 地 評 価  

差 額 金

評価・換算差額

等 合 計

当期首残高 1,082,776 5,274 48,932 54,206 1,136,983

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△29,973 － － － △29,973

会計方針の変更を

反映した当期首残

高

1,052,803 5,274 48,932 54,206 1,107,010

当期変動額

当期純損失 △5,709 － － － △5,709
再評価差額金
取崩額 △53,294 － － － △53,294
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － 936 58,535 59,471 59,471

当期変動額合計 △59,004 936 58,535 59,471 467

当期末残高 993,799 6,210 107,468 113,678 1,107,477
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④ 個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により  

算定）

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法

②デリバティブ取引の評価基準  

及び評価方法

時価法

④ たな卸資産

商             品 トレーディング目的で保有するたな卸資産については、

時価法によっております。

貯      蔵      品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下による

簿価切り上げの方法により算定）

(2)固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 定率法
有形固定資産のうちリース資産を除くものについては、
次のとおりです。
1）平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したもの

旧定率法によっております。なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。また、取得価格の 5％に達した有
形固定資産については、5％相当額と備忘価格の差額を
5 年間にわたり均等償却しております。

2）平成 19 年 4 月 1 日以降に取得したもの
定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価
額については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。
また、主な耐用年数は次のとおりです。

建 物 47 年 ～ 50 年

建 物 付 属 設 備 6 年 ～ 17 年

構 築 物 10 年

車 両 6 年

器 具 備 品 3 年 ～ 20 年

長 期 前 払 費 均等償却法

(3)引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上して
おります。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日におけ
る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上し
ております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数  
（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌事業年度から費用処理することとしております。

賞 与 引 当 金 従業員の賞与に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額
を計上しております。

商品取引責任準備金 商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引
法第 221 条の規定に基づき、同法施行規則に定める額以上
の額を計上しております。



22

(4)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計は、適用しておりません。

②受取委託手数料の計上基準 委託者の売付けまたは買付けに係る取引が成立したとき

に計上しております。

③固定資産の減損に係る会計基準 減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除し

ております。

④消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

⑤ 千円単位の記載金額、千円未満を切捨てにより表示しております。

2.会計方針の変更に関する注記

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付会

計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針    

第 25 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35

項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適用し、退

職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引率

から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 29,973 千円増加し、利益剰余金が 29,973 千円

減少しております。なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響

は軽微であります。

3.貸借対照表に関する注記

(1)担保に供している資産

①担保に供している資産
定 期 預 金 1,662,027 千円
投資有価証券 129,767 千円
建 物 136,506 千円
土 地 220,158 千円

    計 2,148,460 千円
②担保に係る債務

短期借入 金 1,347,752 千円
    計 1,347,752 千円
③当座貸越契約

借入金に関し、当座貸越契約 1,660,000 千円を締結しております。
この契約に基づく当会計年度末の借入実行残高は、次のとおりであります。
当 座 貸 越 1,660,000 千円
借入実行残高 1,047,752 千円
借入未実行残高 612,247 千円

(2)商品取引責任準備金制度に基づく使途拘束預金

155,000 千円

(3)分離保管制度に基づく預託金

92,480 千円
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(4)有形固定資産の減価償却累計額

519,218 千円

(5)関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 115,482 千円

長期金銭債権 75,000 千円

短期金銭債務 63,384 千円

(6)土地

土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成 11 年 3 月 31 日公布法律第 24 号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、再評価額のうち税効果相当額を「負債の部」に、それ以外の金額を「純資

産の部」に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 1 号又

は第 3 号に定める方法に基づいて、合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日                     平成 11 年 3 月 31 日

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △130,266 千円

4.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営 業 収 益 25,968 千円

営 業 費 用 175,982 千円

営業取引以外の取引 15,721 千円

5.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の総数並びに自己株式の株式数に関する事項

  （単位：株）

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘  要

発行済株式

普通株式 6,800,000 ‐ ‐ 6,800,000
合 計 6,800,000 ‐ ‐ 6,800,000

自 己 株 式

普通株式 ‐ ‐ ‐ ‐

合 計 ‐ ‐ ‐ ‐

(2)配当に関する事項

①配当金支払額

該当事項は、ありません。

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

該当事項は、ありません。

6.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な発生原因は、退職給付引当金の否認及び取引責任準備金の否認等であり、繰延

税金負債の主な発生原因は、その他の有価証券評価差額金であります。なお、評価性引当額を繰延

税金資産と同額計上しており、貸借対照表上に繰延税金資産は計上しておりません。
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7.リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、業務システム等の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。

8.金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

資金運用は短期的な預金等に限定し、運転資金及び設備資金については金融機関から借入れてお

ります。

委託者未収金は、顧客の信用リスクに晒されており、委託者先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、委託者の信用状況を把握する体制を採っております。

また、デリバティブ取引（自己売買）は、当社の事業目的の範囲内で行い、内部管理規程に基づ

き、リスク管理を行っております。

(2)金融商品の時価等に関する事項

当期における貸借対照表の計上額、時価及びその差額は、次表のとおりであります。但し、非上

場株式及び関係会社株式は、市場価格が存せず、合理的に将来の流動性を見積もることができな

いことから、時価を算定することが極めて困難なため、次表には含まれておりません。なお、時

価を開示していない計上額は、次のとおりです。

投資有価証券 108,368 千円

関係会社株式 159,844 千円

（単位：千円）

計上額 時 価 差 額

1.現金及び預金 2,108,120 2,108,120 -
2.委託者未収金（長期未収債権を含む。） 136,432

貸倒引当金※ △127,901
      計 8,531 8,531 -
3.保管有価証券 248,924 248,924 -
4.預託金 92,480 92,480 -
5.差入保証金 1,453,436 1,453,436 -
6.委託者先物取引差金 474,136 474,136 -
7.投資有価証券（その他有価証券） 26,310 26,310 -
8.短期借入金 （1,347,752） （1,347,752） -
9.預り証拠金（現金） （1,594,235） （1,594,235） -
10.預り証拠金（有価証券） （248,924） （248,924） -

※当該科目に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

注 1）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。

注 2）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

1.現金及び預金

短期決済のため、時価と帳簿価額は近似していることから、当該帳簿価額によっております。

2.委託者未収金

委託者未収金（長期未収債権を含む。）については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見

積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に

近似しており、当該価額をもって時価としております。

3.保管有価証券

時価については、商品先物取引法施行規則第 39 条の規定に基づく充用価格よっております。

4.預託金

委託者資産の保全措置として、取引に基づき日本商品委託者保護基金に預託されたものであり、時価は帳

簿価額と近似しているため、当該帳簿価額によっております。

5.差入保証金

短期決済のため、時価と帳簿価額は近似していることから、当該帳簿価額によっております。

6.委託者先物取引差金
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清算参加者を経由して支払った委託者の計算による未決済玉に係る約定差金及び帳入差金であり、短期間

で精算されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、当該帳簿価額によっております。

7.投資有価証券

時価については、取引所の価格によっております。なお、有価証券は、その他有価証券として保有してお

り、この取得原価と貸借対照表計上額との差額は、次のとおりです。

       （単位：千円）

種  類 取得原価 計上額 差  額

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株  式 17,132 26,310 9,178
その他 - - -

小  計 17,132 26,310 9,178

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株  式 - - -
その他 - - -

小  計 - - -
合   計 17,132 26,310 9,178

8.短期借入金

短期決済のため、時価と帳簿価額は近似していることから、当該帳簿価額によっております。

9.預り証拠金（現金）

短期決済のため、時価と帳簿価額は近似していることから、当該帳簿価額によっております。

10.預り証拠金（有価証券）

時価については、商品先物取引法施行規則第 39 条の規定に基づく充用価格よっております。

（単位：千円）

種  類
契約額等

時価※1 評価損益
うち 1 年超

市 場 取 引 商品先物
売建 - - - -
買建 728,347 - 737,966 9,619

市場取引以外

の取引
商品先渡

売建 984,172 - 1,213,518 △229,346
買建 864,200 - 912,420 48,220

合   計 2,576,719 - 2,863,904 △171,507
※1 時価の算定方法は、商品先物が東京商品取引所の最終価格、商品先渡が取引先商社から提示された

価格によっております。

9.関連当事者との取引に関する注記

(1)役員及び個人主要株主等

（単位：千円）

属 性
会社等

の名称
住 所

資本金

又は出

資 金

事業内

容又は

職 業

議決権

の所有

(被所有割合)

関係内容

取引内容 取引金額 科 目 期末残高役員の

兼任等

事実上

の関係

役 員 清水清 当社取締役 な し

賃借料等の支払

（注 1）
810 前払費用 67

保証料の支払

（注 2） 2,500

取引条件及びその決定方針等の注書

（注 1）賃借料の支払いは、近隣周辺の実勢に基づいて、2 年に一度交渉のうえ、金額決定しております。

（注 2）銀行取引に係る債務保証を取締役清水清より受け、保証額の 0.2％を支払っております。

(2)親会社及び子会社等

（単位：千円）

属 性
会社等

の名称
住 所

資本金

又は   
出資金

事業内

容又は

職 業

議決権

の所有

(被所有割合)

関係内容

主な取引内容 取引金額 科 目 期末残高役員の

兼任等

事実上

の関係

親会社
ｶﾈﾂﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

東京都

中央区
300,000

傘 下 企 業

の 経 営 指

導・管理

被所有

直接

100.0％

兼任

6 名
経営指導

指導料の支払

（注 2）
監査料の支払

資金の回収

利息の受取

80,391

18,000
12,000

2,281

未払金

-
貸付金

-

7,868

-
75,000

-
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親会社の

子会社等

ｶﾈﾂ FX
証券

東京都

中央区
440,000

第 一 種 金

融 商 品 取

引業

なし
兼任

4 名
仲介

仲介手数料等

の受取
888,321 未収入金 111,258

ｶﾈﾂﾋﾞｼﾞﾈ

ｽｻｰﾋﾞｽ

東京都

中央区
30,000

関 連 企 業

の 事 務 代

行業務

なし
兼任

3 名
ｼｽﾃﾑ利用

ｼｽﾃﾑ等使用料

の支払

運営等手数料

の支払

機器ﾘｰｽ料

11,748

24,000

8,344

-

-

-

-

-

-

ｶﾈﾂ

ｼﾞｭｴﾘｰ

東京都

中央区
10,000

貴 金 属 等

の売買
なし

兼任

2 名

地金取引

ﾌｫﾜｰﾄﾞ

取引

金地金リース料

の受領（注 1）
保証金の預り

手数料の受領

9,307

-
326

預け商品

未収収益

その他

-

1,212,694
2,979

53,587
-

取引条件及びその決定方針等の注書

（注 1）金地金のリース料率は、市場の取引実勢等に基づいて決定しております。

（注 2）受取手数料の 3％相当額の変動部分と契約で定めた金額の固定部分で、構成しております。

（注 3）取引金額には、消費税額が含まれておらず、期末残高には消費税額が含まれております。

10.一株当たりの情報に関する注記

1 株当たりの純資産額 162 円 86 銭

1 株当たりの当期純損失 0 円 84 銭

11.記載金額に関する注記

表示金額は、1 株当たりの純資産額及び 1 株当たりの当期純損失を除き、千円未満を切捨てにより記

載しております。

⑤ 監査に関する事項

このディスクロージャー資料のうち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個

別注記表については、会社法に基づく会計監査人の監査を受けております。
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